
令和 3 年 3 月

令和 3 年度 令和 12 年度

※複数の港湾を有する事業にあっては、港湾ごとの状況が分かるよう記載すること。

１．事業概要

（１）

人

（２） 使　用　料　体　系

※施設区分の中で複数の使用料体系がある場合には、それぞれの内容を分けて記載すること。

使用料区分

1線目 ％ ％

2線目 ％ ％

西1号～3号、中北2号 ％ ％

西3号、AS舗装 ％ ％

中央ふ頭可動屋根付き ％ ％

中央ふ頭CON舗装 ％ ％

中央ふ頭AS舗装 ％ ％

1級地 ％ ％

2級地 ％ ％

3級地 ％ ％

4級地 ％ ％

苫小牧港管理組合港湾整備事業経営戦略

4

1965年7月1日

国際拠点港湾

荷役機械保守点検、清掃等

勇払マリーナ、苫小牧国際コンテナターミナル（令和3年度から）

該当施設なし

港 湾 区 分
（ 重 要 港 湾 等 ）

事　業　形　態

団 体 名 ： 苫小牧港管理組合

事 業 名 ： 港湾整備事業特別会計

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

法適（全部適用・一部
適 用 ）
非 適 の 区 分

民 間 活 用 の 状 況

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

 イ　指定管理者制度

非適

 ア　民間委託

102.9

30 100.0

舗装

133.1

102.9

未舗装

52 52 100.0 52 100.0

44 44 100.0 44 100.0

37 37 100.0

122.1 119.88 101.9 116.55 102.9

事 業 開 始 年 月 日

職 員 数

使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

現行の使用料体系については以下の表のとおり。基本的には、使用料収入により港湾整備や維持管理費用を賄える
よう設定しているが、他港湾との均衡も考慮して決定している。

施 設 区
分

現行（a） 前回(b) 改定率 前々回(c) 改定率

(H31年改正) (H26年改正) (a/b)% (H9年改正) (b/c)%

130.68 101.9 127.05

荷さ
ば
き
地
（円
/

㎡・
月）

111.1 109.08 101.9 106.05 102.9

99

101.9 127.05 102.9

97.2 101.9 94.5 102.9

198 194.4 101.9 189 102.9

133.1 130.68

114.4 112.32 101.9 109.2

37 100.0

30 30 100.0



使用料区分

荷さばき上屋 ％ ％

燻蒸上屋 ％ ％

旅客上屋 ％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

※各項目の単位を明記すること

（３） 現在の経営状況

H29 H30 R1

H29 H30 R1

H29 H30 R1

H29 H30 R1

H29 H30 R1

H29 H30 R1

H29 H30 R1

H29 H30 R1

【上記の収益、資産等の状況等を踏まえた現在の経営状況の分析】

　年間取扱貨物量及び年間使用料収入額は増加傾向にあり、経費回収率も上昇傾向にある。
　経常収支比率及び経費回収率共に100%を下回っているが、使用料収入を見込める港湾関連施設は特別会計の他、一般会計も多くを占めているため、
両会計全体では更に高い数値となる。

年間船舶乗降旅客数
※過去３年度分を記載

1,172,606,775　円 1,246,029,315　円 1,260,309,012　円

該当施設無し 該当施設無し該当施設無し

51.4　％ 52.4　％ 53.1　％

- -

(H31年改正) (H26年改正) (a/b)%

施 設 区
分

年 間 取 扱 貨 物 量
※過去３年度分を記載

経 常 収 支 比 率
（ 又 は 収 益 的 収 支 比
率 ）
※過去３年度分を記載

年 間 使 用 料 収 入 額
（ 税 込 み ）
※過去３年度分を記載

船 舶 給 水 （ 円 / ㎥ ） 402 395 101.8

(H9年改正) (b/c)%

荷 役 機 械 （ 円 / ｈ ） 51,150 50,220 101.9 48,825 102.9

冷凍コンセント（円/口・
月 ）

154 151 102.0 147 102.7

経 費 回 収 率
※過去３年度分を記載

企 業 債 残 高 対
料 金 収 入 比 率
※過去３年度分を記載

70.3　％ 71.6　％ 83.3　％

68.6　％ 67.4　％ 75.2　％

27.9　％ 14.9　％ △2.1　％

1143.8　％

他 会 計 補 助 金 比 率
※過去３年度分を記載

有形固定資産減価償
却 率
※過去３年度分を記載

1131.7　％ 1172.5　％

上屋
（円/㎡・月）

553.3 543.24 101.9 528.15 102.9

965.8 948.24 101.9 921.9 102.9

現行（a） 前回(b) 改定率

384 102.9

2,599,298　トン 2,673,558　トン 2,902,746　トン

前々回(c) 改定率

- -



２．将来の事業環境

（１）

（２）

取扱貨物量等の見通し

　取扱貨物量については、取扱実績及び経済指標との関連や企業情報等により推計している。
　人口減少や高齢化による、消費需要の縮小などの社会的マイナス要因が予想されながらも、ほぼ横ばいで推移する見通し。

　コンテナターミナルへの指定管理者制度導入（利用料金制度）により、令和３年度の使用料収入は令和2年度比で約5億円の減（荷さばき地▲2.1億円、
荷役機械▲1.8億円、冷凍コンセント▲1億円）となる見通しだが、収入超過分の納付金や支出（管理運営費等）の大幅減により実質的な収入減ではな
い。
　また、中央北ふ頭荷さばき地が令和4年度から一部供用開始する予定のため、荷さばき地使用料は令和4年度から段階的に増加し、令和7年度以降は
令和3年度比で約8千万円の増となる見込み。

使用料収入の見通し

105563233 105602779
109366609 107444278 107293505

104399000

0

20000000

40000000

60000000

80000000

100000000

120000000

平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３０年 令和元年 令和１２年

（推計値）

（ｔ）
取扱貨物量の実績と見通し

年間取扱貨物量（ｔ）

1,260,309,012 1,243,700,000

748,100,000 759,298,880 770,497,760

782,524,932

828,217,31 828,217,316 828,217,316 828,217,316 828,217,316 828,217,316

（円）

※グラフ上部の数字は年度総額



（３）

（４）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

（２） 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

組織の見通し

施設の見通し

　港湾施設（土木構造物）は供用年数５０年を基本に老朽化度合、安全性、重要性等を勘案し更新又は延命化の措置を講じる。
　港湾施設（建築構造物）は法定耐用年数を基本に老朽化度合、安全性、重要性等を勘案し更新又は延命化、施設の廃止を検討する。
　機械・電気設備は、法定耐用年数や、メーカー推奨の耐用年数を基本に老朽化度合、安全性、重要性等を勘案し更新又は延命化、施設の廃止を検討
する。

②　収支計画のうち財源についての説明

目 標

　社会状況の変化に応じて、事業コストや収支のバランスを考慮しつつ、施設の整備新規航路の誘致に向けた取組
や、物流効率化に向けた港湾機能の強化を図り、利便性の向上と効率化を目指す

　一般貨物船の利用集中による混雑緩和や物流機能の改善を図るため、岸壁の新規整備に伴うふ頭用地の整備や、不足している荷役スペースの拡大
を目指す。
　 また、コンテナ船の3隻同時着岸回数や係留時間が延びてきている状況から、新規に荷役機械１基を導入することにより、船舶１隻に対してクレーン２
基での荷役が機能的に可能となり、また、保守点検時においても、３基のクレーンが常時稼働できる状態を確保することで、荷役体制の強化を目指す。
　なお、既存の荷役機械3基が耐用年数である17年を経過することから、延命化対策工事を実施予定。

　平成26年度以降は全体で54名体制により業務を行っており、うち特別会計に係る職員は４名であり、今後も現行の人数を維持することを想定している。
　現在は全体的に２０歳代から４０歳代まで平均的に構成されているが、特に技術職については２３歳～３３歳、３６歳～４１歳の部分に職員が不足してお
り、技術的なノウハウの継承を考慮した職員配置を進める必要はあるものの、当面新規採用が行われない状況から、一定程度派遣職員による年齢構成
バランスの補完を図るとともに、職員育成のために研修等の充実を図っていく。

　国際拠点港湾として、以下の３点を目標に港湾の運営を行う。
　　①【物流】　国際・国内輸送ネットワーク拠点としての機能強化
　　②【交流・環境】　交流、観光の拠点づくりと住民参加による快適な「みなとまちづくり」・良好な港湾環境づくり
　　③【安全】　安全・安心で信頼性の高い港湾空間の形成
　機能面では、地域産業を支える国際貿易港として増加する貨物に対応するため、港湾機能の強化を図る。
　経営面では、将来的には港湾の効率的な運営に関する取組により、経営改善を検討する。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

①　収支計画のうち投資についての説明

目 標

　使用料収入の積算にあたっては、令和3年度導入予定のコンテナターミナルへの指定管理者制度と、令和4年度以降順次供用開始される中央北ふ頭
荷さばき地の収入を考慮している。
　また、コンテナターミナルへの指定管理者制度導入により、令和３年度以降は大幅な減少となるが、収入超過分の納付金や管理運営費等の大幅減に
より実質的な収入減とはならない。

　コンテナ物流の安定的・継続的なサービスの提供、船会社、荷主等からの要望に対する検討や改善、ターミナル内関連施設の維持管理、保守点検な
どを一元化することにより更なる効率化を図ることを目的とし、令和3年4月より指定管理者制度を導入し運営する。
　導入にあたり、使用料収入が約5億円の減収となるが、支出（管理運営費）も大幅に減少する。
　使用料収入が管理運営費を上回った場合、差額のうち一定割合を納付金として指定管理者が納付する予定であり、委託料の支出は発生しない。

港湾施設等の利用促進及び取扱貨物量の増加による収入の確保を図る。



（３） 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

経営戦略の事後検証、
改 定 等 に関 する事項

　計画中期の5年後を目途に総合的な検証を行うとともに、社会経済情勢の変化や実績との乖離があれば、必要に
応じて内容の見直しを行う。

使 用 料 　施設の現状や利用目的を踏まえて、適正化を図り料金体系の見直しを検討する。

企 業 債 　-

管 理 運 営 費 　-

※投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　また、 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向けた取組
の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

職 員 給 与 費 　発注方法の見直しや指定管理者制度の導入等による業務の効率化により、全体的に各種手当等の縮減を図る。

そ の 他 の 取 組 　-

繰 入 金 　-

資 産 の 有 効 活 用 等 に よ る
収 入 増 加 の 取 組

　-

そ の 他 の 取 組 　-

委 託 料
　施設の維持管理業務について、個別の施設ごとの契約をまとめて契約することや、点検の頻度、方法等をより効率
的なものにする。

そ の 他 の 取 組 　-

民 間 活 用 　-

投 資 の 平 準 化 　-



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 （単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 1,394,923 1,312,700 930,992 969,191 970,390 981,417 1,029,109 1,020,109 1,020,109 1,019,109 1,019,109 1,023,109

（１） (B) 1,260,309 1,243,700 748,100 759,299 770,498 782,525 828,217 828,217 828,217 828,217 828,217 828,217

ア 1,260,309 1,243,700 748,100 759,299 770,498 782,525 828,217 828,217 828,217 828,217 828,217 828,217

イ (C)

ウ

（２） 134,614 69,000 182,892 209,892 199,892 198,892 200,892 191,892 191,892 190,892 190,892 194,892

ア

イ 134,614 69,000 182,892 209,892 199,892 198,892 200,892 191,892 191,892 190,892 190,892 194,892

２ (D) 870,716 1,057,443 667,718 659,723 670,513 695,854 680,045 659,221 612,957 605,764 640,470 574,231

（１） 449,175 667,081 287,480 265,596 265,596 297,296 247,296 248,096 233,290 233,290 283,902 224,290

ア 9,801 5,562 4,331 12,447 12,447 12,447 12,447 12,447 12,447 12,447 19,059 12,447

イ 439,374 661,519 283,149 253,149 253,149 284,849 234,849 235,649 220,843 220,843 264,843 211,843

（２） 421,541 390,362 380,238 394,127 404,917 398,558 432,749 411,125 379,667 372,474 356,568 349,941

ア 87,501 180,771 101,090 117,930 128,945 141,329 152,564 156,789 156,256 154,911 156,247 157,254

154 4,293 3,725 2,960 6,055 5,700 4,027 2,138 2,166 2,768 2,083 2,631

24,048 22,135 20,221 18,327 16,227 14,286 12,312 10,335 8,421 6,376 4,485 2,855

イ 334,040 209,591 279,148 276,197 275,972 257,229 280,185 254,336 223,411 217,563 200,321 192,687

３ (E) 524,207 255,257 263,274 309,468 299,877 285,563 349,064 360,888 407,152 413,345 378,639 448,878

1 (F) 1,922,076 2,816,601 3,448,904 1,506,628 2,611,171 2,549,823 1,966,281 1,286,858 1,255,633 1,464,554 1,297,046 1,324,775

（１） 1,598,500 2,279,500 2,951,000 980,000 2,110,000 1,980,000 1,370,000 680,000 690,000 910,000 660,000 860,000

（２） 298,979 537,101 497,904 526,628 501,171 569,823 596,281 606,858 565,633 554,554 637,046 464,775

（３）

（４）

（５） 24,597

（６）

（７）

２ (G) 2,446,565 3,071,858 3,712,178 1,816,096 2,911,048 2,835,386 2,315,345 1,647,746 1,662,785 1,877,899 1,675,685 1,773,653

（１） 1,641,908 2,303,960 2,951,000 980,000 2,110,000 1,980,000 1,370,000 680,000 690,000 910,000 660,000 860,000

12,883 21,291 22,238 14,122 14,122 14,122 14,122 14,122 14,122 14,122 7,510 14,122

（２） (H) 804,657 767,898 761,178 836,096 801,048 855,386 945,345 967,746 972,785 967,899 1,015,685 913,653

111,793 116,499 121,205 121,205 121,206 121,205 121,206 121,205 121,203 110,006 89,443 65,402

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 524,489 △ 255,257 △ 263,274 △ 309,468 △ 299,877 △ 285,563 △ 349,064 △ 360,888 △ 407,152 △ 413,345 △ 378,639 △ 448,878

令和12年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

本年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

令和9年度 令和10年度 令和11年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

う ち 資 本 費 平 準 化 債 分

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

うち資本費平準化債償還金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 （単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

令和12年度本年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

(J) △ 282

(K)

(L) 282

(M)

(N)

(O)

(P)

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 1,260,309 1,243,700 748,100 759,299 770,498 782,525 828,217 828,217 828,217 828,217 828,217 828,217

（T)

(U)

(V) 1,297,150 1,280,000 784,400 795,599 806,798 818,825 864,517 864,517 864,517 864,517 864,517 864,517

(W)

(X) 15,805,532 17,317,134 19,506,956 19,650,860 20,959,812 22,084,426 22,509,081 22,221,335 21,938,550 21,880,651 21,524,966 21,471,313

○他会計繰入金 令和元年度 令和2年度 令和3年度 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

298,979 537,101 497,904 526,628 501,171 569,823 596,281 606,858 565,633 554,554 637,046 464,775

298,979 537,101 497,904 526,628 501,171 569,823 596,281 606,858 565,633 554,554 637,046 464,775
298,979 537,101 497,904 526,628 501,171 569,823 596,281 606,858 565,633 554,554 637,046 464,775

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ）

赤 字 比 率 （ ×100 ）

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

令和11年度 令和12年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

本年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

令和8年度 令和9年度 令和10年度


